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１．はじめに
筆者は，１９８１年から以下の図表１―１にあるように中小企業・ベンチャー企業の調査を実施して
きた。巻末のアンケート調査票にあるような調査内容を当初より実施してきた。これらの企業を対
象に企業のポジショニング，組織の在り方・考え方，経営戦略，人事管理等に関する実態調査を行
ってきた。それは日本経済・産業を支えているのが中小企業（スモールビジネス）であること，
今日の大企業のほとんどが優良な中小企業ないしベンチャー企業としてスタート・創業したとい
うこと，既存産業の成熟化にともなって大企業の成長が鈍化し，それに代わって中小企業・ベン
チャー企業が新市場の開拓・新商品・新サービスの提供によって台頭し，成長性を高め，新たな産
業を形成したということ（自動車産業，家電産業，IT産業，バイオ産業等多くの産業クラスター
は名の知れない小さな企業から誕生している）等が研究調査の理由・動機となっている。
もう一つの理由は大企業のなかに中小企業のよさを埋め込み，環境の変化に果敢に挑戦する経営
姿勢が必要となることである。企業が競争力を維持していくためには常に柔軟な発想，素早いアク
ションを起こす必要がある。組織の肥大化と共に組織は中央集権化し，ルールによって管理する中
央集権型組織体制が出来上がってしまう。会議に時間が費やされ，安定志向に陥ってしまう。「社
内の許認可事項が増えてくる。この結果会議が多くなって意思決定が遅れがちになる」（１９８３．１．１９
日経産業新聞，立石一真『企業精神の復活』PHP，１９８５）と大企業病のことを言ったのが立石電気
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（現オムロン）の創業者立石一真であった。大企業病は慢性病で痛みが伴わない。大企業になると
ハングリーさがなくなり企業の寿命を縮めると看破していた。同じことを GEの前 CEOであるウ
エルチ（Jack, W．）は，官僚化し，硬直化した組織を如何に改革するかに腐心した。そのためには
図表１―１ 中小企業。ベンチャー企業の調査状況
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中小企業の良さを組織に組み込むことであると強調した。GEが世界のトップランナーとして君臨
している理由の一つである。「私（ウエルチ）が GEを去る当時，GEにはガスタービンからクレ
ジットカードに至るまで１５の主要事業部門があり，３０万人以上の社員がいた。複雑でカバーする範
囲の広い企業であることは確かだが，街角にある小さな店みたいに，スピード重視，形式ばらず，
自由なコミュニケーションの取れる会社でありたいと常に考えていた」の思いを実践したという（ウ
エルチ（２００５），斎藤聖美訳『ウィニング勝利の経営』日本経済新聞社）。
このように中小企業の良さを組織に組み込み，維持することを常に心がけることが必要となるの
である。中小企業の良さについては後述の調査結果で論じることとしよう。
２．２０１１年ベンチャー企業調査の目的
２０１１年３月１１日東日本に未曽有の大震災が発生し，それに伴って大津波が各地に大被害をもたら
した。また，福島にある原子力発電所も破壊され放射能漏れが大きな影響を及ぼしている。このよ
うな企業を取り巻く経営環境の変化や２００８年のリーマンショック，円高（２０１１年１０月３１日史上最高
値１ドル＝７５円３２銭）は既存の商慣習や経営の仕組みを根本から変革する状況を呈してきている。
またそれは，既存のビジネススタイルやモデルに対しても大きなインパクトを与えている。さらに，
企業はグローバル化により，国境を越えたメガコンペテション（大競争）に打ち勝つため，合従連
衡・合併などM&Aを推進している。
これらの動きは大企業のみに特異な現象ではなく，中小企業においても大きなインパクトとなっ
て経営に大きな改革を促している。国境や企業の大小を超えて多くの資本や人材が流動している。
中小企業も国際競争力を持たなければならない時代が再到来していることである。
平成１１年（１９９９年）７月２日は，「中小企業近代化促進法」（１９６３年施行）に変わる新たな中小企
業施策の基となる「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」（中小企業経営革新支援法：
１９９９年７月２日施行，２０１１年８月３０日改正）が施行された日であり，わが国の中小企業施策が大転
換した日でもある。１９６３年に中小企業近代化促進法が制定された。その目的にもうたわれている構
造改善は，個別企業が集まって形成される業界組織（業界の協同組合・団体）を近代的業界構造に
変容させることをいう。つまり，共通の課題・問題点を内包している企業集団を活用して業界の近
代化を推進することを言う（護送船団方式）。激変する経営環境に適応するためには個別企業のみ
の行動では限界があり，その限界を打破するために，共通の組織（組合組織等）の下に自社の経営
資源と他社の経営資源を連結させることによって強い業界・企業を構築することであり，そのため
には業界の構造を近代化する必要がある。中小企業の業界が過去に取り組んだ近代化促進法は，合
併，事業の転廃業，共同事業（共同生産・販売・配送・研究開発等で共同マーケティングという），
業務提携，人材育成事業（経営者，エンジニア，営業マン等に対するセミナー・講習会）等を推進
する事業である。
「中小企業近代化促進法」もその使命を果たし，「中小企業経営革新支援法」が制定された。中小
企業やその団体が今日的経営課題に対して積極的にチャレンジしようとしている場合に支援するこ
とを目的としている。この法律の目的（第１条）は「この法律は，中小企業の創意ある成長発展が
経済の活性化に果たす役割の重要性にかんがみ，創業及び新たに設立された企業の事業活動の支援
並びに中小企業の経営革新及び異分野の中小企業の連携による新事業分野開拓の支援を行うととも
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に，地域におけるこれらの活動に資する事業環境を整備すること等により，中小企業の新たな事業
活動の促進を図り，もって国民経済の健全な発展に資することを目的とする」を掲げている。
より具体的にはこれまで自社で取り組んでいなかった，新たな事業活動を行うことを計画書（計
画期間：３年～５年）に盛り込み，当該企業が従来のビジネスから蓄積したノウハウや強みを生か
す新事業展開であるかどうかがポイントとなる。新商品の開発や生産，新役務（サービス）の
開発や提供，商品の新たな生産方式や販売方式の導入，役務（サービス）の新たな提供方法の
導入その他の新たな事業活動（個々の中小企業事業者にとって，「新たな事業活動」であれば既に
他社において採用されている技術・方式を活用する場合でも原則として承認の対象になる）また，
その経営目標の基準は付加価値額又は従業員一人あたりの付加価値額が，年率平均３％以上伸び
ていること，（付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費）経常利益が年率平均１％以上伸び
ていることの２つの指標（いずれも）をクリアできる計画書を作成する必要がある。また，中小企
業同士の柔軟な連携体制も推進している。中小企業が事業の分野を異にする事業者（中小企業，大
企業，個人，組合，研究機関，NPO等）と連携し，その経営資源（技術，マーケティング，商品
化等）を有効に組み合わせて，新事業活動を行うことにより，新市場創出，製品・サービスの高付
加価値化を目指す取り組み（「新連携」）を支援することを目的としている。つまり，中小企業新事
業活動促進法の規定に基づき経営資源・得意分野に限りのある中小企業と他者との柔軟な連携関係
を最大限活用することが不可欠であり，このため，中小企業単独のみならず，異業種交流グループ，
組合等との多様な形態による取組みを支援している。（中小企業庁，東京都産業労働局ホームペー
ジ２０１２．１．１３）
この法律による経営革新計画承認状況は２００８年４，２６１件，２００９年４，３９５件，２０１０年４，４３７件，２０１１
年８月現在１，０７７件で合計４６，４９３件となっている。都道府県別に上位をみると東京都が５，５６７件と最
も多い，次いで愛知県３，６８１件，福岡県３，２５９件，大阪府２，８１５件，広島県２，３６９件，埼玉県２，２１０件
と続く。
以上の法制化の推移をまとめてみると中小企業の経済活動を支援する国の法律は，「中小企業近
代化促進法」（昭和３８年施行）の制定から「中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置
法」（１９９５年），「新事業創出促進法」（１９９９年），「中小企業経営革新支援法」の３つあり，こ
れらの諸法律を整理統合し，先述した「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」（中小企
業経営革新支援法の一部改正）として平成１７年（２００５年）４月に施行された（２０１１年８月３０日改正）。
このことはまさにシュンペーター（Schumpeter, J.A.）が提言したイノベーション（innovation）
である。彼は，イノベーションを「企業家によって行われるところの生産諸要素の新結合（new com-
bination）」として捉え，新しい財貨の生産，新しい生産方式の開発，新しい販路の開拓，
新しい原材料の供給，新しい組織の構築，といったように大変幅広い概念として考えている（シ
ュンペーター，清成忠男編訳『企業家とは何か』東洋経済新報社，１９９８年）。中小企業を支援する
法律もイノベーションを生み出す中小企業に対してのものである。新しい時代には新たな制度が必
要となる。２０００年版中小企業白書は，２１世紀の中小企業像として，１，市場競争の苗床（新たな市
場の創造と経済の新陳代謝），２，イノベーションの担い手（企業家精神を持ち，ブレークスルー
型企業の創出）として捉えている。その具体的展開としては，１．多様な財・サービスの提供（多様
なニーズやニッチ市場に対応して機動的に財，サービスを提供），２．新たな分業関係の形成（大企
業とイコールパートナーとしてネットワーク型分業体制の構築），３．魅力ある就業機会創出の担い
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手（新たな雇用機会の多くは中小企業の創業や成長による），４．地域経済社会発展の担い手，を志
向する自立した経済主体としての成長・発展することを中小企業に期待している。
以上のように国の中小企業政策が大転換し，中小企業に対する支援策が強化されるなかで今日の
中小企業の経営のあり方が注目されている。このような背景のなかで，そして震災後の厳しい経営
環境において中小企業，特にベンチャー企業といわれている企業がどのような経営姿勢・方針で経
営のかじ取りをしようとしているのか，を若干過去に実施した筆者の調査と比較しながら実態を把
握し，定量的に分析することで組織戦略，人事政策等の定性的特徴を探ることが目的である。この
ことが自社の今日の経営上のポジショニングを明確にし，将来のあるべき姿に組織変革する一助に
なればと考えるものである。
３．調査対象企業と調査方法
調査対象企業
本研究の調査対象は，「元気なものづくり中小企業」（３８１社，回答３１社），「中小企業新事業活動
促進法」（１１９社，回答１２社）に基づく企業，日本経済新聞「２００年企業（６２社，回答７社）」の５６２
社を対象企業とした。回答数は５０社であった（参考番号２０１１調査，以下同様）。業種は全て製造業
である。多い順を列挙すると一般機械製造（２０％），鉄鋼・非鉄・金属製品製造（１４％），その
他製造（１４％）精密機器製造（１２％）であった。
調査方法
調査方法としては，上記企業に対してアンケート調査を実施した。メールにてアンケート調査票
を対象企業の代表者宛に送付し，対象企業から直接筆者にメールで返送する方法を採用した。質問
項目は過去のアンケート調査と基本的事項について比較できるように設計し，新たに修正した項目
を追加し，実施した。（巻末のアンケート調査票参照）
尚，調査時期は２０１１年８月で，回答期限が同年８月３１日であった。
４．企業のプロフィール
操業開始時期
操業開始時期は１５５６年の創業から２００４年の創業まで大変長きにわたっているが図表４―１にある
ように１９６１年から１９６０年の間に創業した企業が全体の５０．６％と過半であった。次いで，１９３１年から
１９６０年と１９６１年から１９９０年がそれぞれ３１％，と約６割の企業が設立された。ベンチャー企業として
は意外な数字であるが，後述するようにベンチャー企業は何も創立間もない新しい企業のみではな
いということである。ベンチャー企業の定義については，「８．ベンチャー企業とその経営スタイル」
で論じている。
従業員数と取締役数
正社員の平均人数は５１．７名（標準偏差７１．５）で，パート等の平均が１０．７名（標準偏差２０．０）であ
った。取締役としては，社内取締役が平均３．４名，社外が０．７名であった（Q１―３）。
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資本金，売上高と今後の見通し
回答企業の平均の資本金は１億１０４２万円（資本金の範囲：１００万円から２９億円）であった。売上
高は図表５―２にあるように，１億円から５億円未満が一番多く１６社（３３．３％），次いで１０億円から
図表４―１ 操業開始時期（Q１）
図表４―２ 売上高（Q１）
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３０億円未満が１０社（２０．８％）であった。
図表４―３は売上高の見通しである。調査時点から遡って過去２年，これからの２年間はどのよ
うに推移するかの図である。これを見ると今までの２年間よりこれからの２年間が売上高の面で半
数以上の企業が伸びるとの予測を立てている。また，一方，経常利益の見通しも増益に転じるとす
る企業が５割近くに達している。増収増益となるだろうとの企業と横ばいとする企業とが相半ばし
ている。２極分化の表れであろうか（図表４―４）。
図表４―３ 売上高の見通し（Q１）
図表４―４ 経常利益（Q）
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生産形態
回答企業の生産形態は，図表４―５にあるように「大部分自社製品を生産・販売」している企業
が３４．７％（２００４調査４０．８％）と一番多く，次いで，「一部分自社製品を生産・販売」が２２．４％（１７．３％），
「すべて自社製品を生産・販売」が２０．４％（２９．８％）と回答企業の５５．１％が独自型経営を志向して
いることが分かる。一方「すべて下請け加工品（相手先ブランド）生産・販売」の比率も約２割と
なっているのが今回の特徴である。ちなみに，１９９５年２月に行われた日経ベンチャー企業調査（１９９５
年調査）では「すべて自社製品を生産・販売」が２６．４％，「大部分自社製品を生産・販売」が４３．１％，
「すべて下請け加工品（相手先ブランド）生産・販売」が９．４％との回答となっている。２００４調査と
比較すると極めて近似していることがわかる。
現在の成長段階
図表４―６は回答企業が現在創業期（start―up），危険を伴う成長期（risky growth），安定
成長期（controlled growth），成熟期（maturity），今後の展開（future）のどの段階に存在して
いるかの認識を表しているものである。２００４年調査と２０１１年調査の認識であるがほぼ同じように自
社のポジショニングを意識していることが分かる。
１９４９年以前に誕生した企業が２０１１年調査では１７社存在するが１社を除きすべて成熟期（matur-
ity），今後の展開（future）に位置付けている。との段階にある企業数は３２社であることを
考えると約６割の企業となる。企業の創業時期の平均が１９３２年と考えるとすでに８０年の歴史を刻ん
でいることとなる。これらの企業は新たなステージを目指して経営している状況下にあると認識出
来よう。
図表４―５ 生産形態（Q１）
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５．組織戦略
組織形態
図表５―１は採用している組織形態の回答結果である。それによると職能別部門組織で６２．５％と
圧倒的典型的な型であった。２００４年調査，１９８１年調査でもほぼ同じような回答結果となっている。
それはシンプルな生産，販売，総務等の縦割り型組織である。２０１１年調査において次に多かったの
は職能別事業部制組織（製造事業部，販売事業部等）で１４．６％であり，何らかの事業部制を採用し
ている（図の２，３，５）企業が２７．１％となっている。２００４年調査もそれを裏付けた。職能別部門
組織の採用は４８．４％と回答企業の半分を占めた（１９９５年調査では職能別部門組織が６３．９％）。次い
で混合形態が３０．１％（同１７．４％）と若干他の調査と異なる回答結果となっている。
組織改編の内容とその方向性
図表５―２は今までの組織改編と今後一年後のそれを比較したものである。今までは「人間関係。
モラール・アップ（ヤル気の獲得）」を重視していたが（５８．３％），今後は「経営資源配分（ヒト・
モノ・カネ）の適正化」（５４．２％）を重視したいとの回答であった。限られた資源を如何に有効に
活用するかの「選択と集中」の経営戦略を志向していることが理解できる。今までと今後の差が約
２割もある。今後重視する項目は「戦略部門の強化」と「国際化への対応（円高，中国等の影響）」
である。戦略の重視と円高対応やグローバルな流れへの模索が読み取れる。
２００４年調査の今までは「目標・責任体制の明確化」が最も多く６８．１％で，次いで「人間関係。モ
ラール・アップ（ヤル気の獲得）」４７．６％であった。今後一年では「目標・責任体制の明確化」（５３．１％），
次いで「戦略部門の強化」（４７．４％）であった。大きく差がある項目を概観すると「国際化への対
応」（今後一年３０．７％今まで８．４％以下同様），「戦略部門の強化」（４７．４％，２４．６％）が差の２大項
目となっており，２０１１年調査と戦略部門の強化と国際化への対応については同じような回答結果と
なっている。
図表４―６ 企業の成長段階の認識（Q１）
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図表５―１ 組織形態（Q２）
図表５―２ 組織改編において重視する項目（Q３MA）
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中小企業の組織特性
中小企業の特徴は，小回り性（意思決定の迅速性），顧客との密着（素早いコミュニケーシ
ョンとクイックアクション），能力向上に対する充実感（ワクワクするような創意工夫や専門的
能力の向上や成長しているという実感を得られる），経営者との夢の共有化（会社の夢・ビジョ
ン・使命と自分の目標との重層性），個性的な経営（経営者のひととなりの個性がそのまま経営
に反映される），地域密着と他の企業との提携（ニッチ市場への深耕とネットワーキングの推進），
企業家精神の発揮（後述のベンチャースピリットの涵養）と筆者は考えている。それを実証する
ために調査対象企業がどのような組織特性を内包しているかアンケート調査を実施した。図表５―
３は，２００４年調査と２０１１年調査を比較したものである。「小回り性（意思決定の迅速性）」（２００４年
調査８２．６％，２０１１年調査６３．３％）と「顧客との密着（素早いコミュニケーションとクイックアクシ
ョン）」（６９．８％，７５．５％）との回答が他の項目よりダントツに高い回答結果であった。中小企業・
ベンチャー企業の組織特性としては，顧客のニーズに即応できるような俊敏な意思決定が特徴とな
っている。２０１１年調査で気がつくことは「地域密着と他の企業との提携」の比率が２００４年調査より
も約２割ほど多くなっている点が注目されよう。地域密着に軸足を置きながらお互いの強みを生か
す提携戦略を志向していることの表れであろう。アンケート調査の回答結果は上で述べた組織特性
が十分に生かされている企業とそうでない企業に分けるとするならば中小企業の多くは本来中小企
業に内在するこれらの特性を十分に生かし切っていないのではないかと考える。
プロジェクトチーム導入の現状と考え方
図表５―４は「新規事業，新製品の企画，立案はどのようにして行なわれますか。下の項目から
主なものを２つまで選択して下さい」との回答結果である。
「社長自らが主に行う」が５６．３％（２００４年調査４８．５％）と一番多く，次いで「社長を中心とした
重役会議」が３３．３％（２５．５％）となっている。「プロジェクトチームを臨時に編成して行う」は２０．８％
（２８．９％）と３番目に多い回答結果となっている。
図表５―３ 中小企業の組織特性（Q４MA）
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プロジェクトチームの採用状況であるが，「継続的に採用」が１４．６％（２００４年調査１８．２％，１９９５
年調査２６．６％），「臨時的に採用」が３９．６％（３０．８％，４３．９％）と半数以上の企業が採用している。
「採用していない」が４５．８％（４７．２％，２９．４％）との回答結果となっている。中小企業のような小
さな組織においてもプロジェクトチームを活用していることが分かる。プロジェクトチーム採用の
動機については，図表５―５に示してある。上位３位までの回答を見ると，「コミュニケーションの
強化」が５６％（２００４年調査４０．１％，１９９５年調査１６．２％），「研究開発の強化」が４８％（５９．９％，６７％），
「技術の改善，改良」が３６％（５０％，６９．１％）と２００４年調査とは「コミュニケーションの強化」の
図表５―４ 新規事業，新製品の企画，立案は誰が行うか（Q１２）
図表５―５ プロジェクトチーム採用動機（SQ１３―１）
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回答が若干異なるが他はほぼ同じような回答結果となっている。
プロジェクトチームのリーダーは「特に制限なし（適任者をリーダーに）」が２８％と最も多く（２００４
年調査４０．８％），次いで「部長クラス」が２４％（２４．６％），「社長」，「課長クラス」となっている（図
表５―６）。
プロジェクトチームの予算・権限についてであるが，「あるものもある」との回答が５４．２％（２００４
年調査５８．９％）と一番多く，次いで「ない」が２９．２％（１７．７％），「ある」が１６．７％（２１．３％）であ
った。予算も権限も「ない」との回答が約３割を占めているのが今回の調査の特徴である。しかし
このことは中小企業・ベンチャー企業の組織的特徴として規模的に小さいということはトップが身
近におり，そのことに対して十分に関与できるポジションにおり，予算配分等については柔軟に対
処できることを想定すればこの回答結果は妥当ではないだろうか。すなわち，予算や権限を特別与
えなくても十分にプロジェクトチームの機能を遂行できる組織となっていると回答結果から推測で
きよう（SQ１３―３）。
組織目標と個人の目標の一致度と意思決定プロセス等の現状と理想
図表５―７，図表５―８は，２０１１年調査と２００４年調査の質問４項目をひとつの図表にまとめたもの
である。まず図表５―８の左の項目から見ると「組織の目標と個人の目標の一致」（Q１７）の度合い
を表している。１が不一致，４が中間，７が一致で連続的尺度となっている。理想の平均が６．２（標
準偏差１．４６），現実は４．０４（１．００３）となっている。
次は意思決定がいかなる階層で行われているかの回答結果である（Q１８）。縦軸の１は「大半の
意思決定がトップでなされる」，４は中間，７は「組織全般にわたって行われる」で回答企業を概
観すると理想の平均は３．８９（標準偏差１．６７６），現実のそれは２．２８（１．４２５）となっている。日本の
図表５―６ プロジェクトチームのリーダーはだれか（SQ１３―３）
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2011 2011 2004 2004
Q17 4.04 6.2 3.82 6.02
Q18 2.28 3.89 2.03 3.61
Q19 4.02 6.3 4.13 6.29
Q20 3.76 5.61 4.27 5.87
意思決定システムの特徴の一つとして取り上げられている具体的なものとして稟議制度がある。こ
のシステムは中小企業よりも大企業に特徴的ではないかと考えられていた。なぜなら，中小企業は
サイズ的に小さく組織メンバーの顔や心が見える範囲にあり，意思決定も臨機応変に遂行される環
境下にある。稟議書を用いなくても，多くの関係者のコンセンサスが得られ，意思決定が実施され
ていると推測できるからである。調査の結果は稟議制度が「ない」と回答した企業が５８％（２００４年
調査１９．１％），「ある」は４２％（８０．９％）であった（Q２１）。
トップのビジョン，経営方針や決定事項が組織の末端にいるメンバーにいつも理解されているか
どうかの回答結果である。やはり現実と理想を回答してもらった。１は「ほとんど理解していな
い」，４「半分くらい理解している」，７「充分理解している」で測ると理想の平均は６．３０（標準偏
差１．０７２），現実のそれは４．０２（１．４５３）であり，トップの方針やビジョンが半分くらいしか理解し
ていないという現実が浮かび上がっている。小さなサイズの企業においても多くの重要な情報が末
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図表５―７ ２０１１年調査と２００４年調査の比較数値
図表５―８ ２０１１年調査と２００４年調査の比較図表（Q１７，１８，１９，２０）
ベンチャー企業の経営と組織戦略
67
端にまで十分に浸透していない実態が明らかになった。
最後に「トップの意思決定に組織メンバーのアイデアなり意見が反映される程度」はどの程度か
をやはり現実と理想で回答してもらった。１は「ほとんど反映されない」，４「まあまあ反映され
ている」，７「いつも充分に反映されている」で見ると（アンケート調査票では逆転項目となって
いる），理想の平均は５．６１（標準偏差１．６８），現実のそれは３．７６（１．１７７）であった。この回答結果
から推測できることは組織メンバーのアイデアなり意見が反映される程度が十二分に行われていな
いことが分かる。しかし，Q２７で「貴社では従業員のアイデアなり意見を聞くのにどんな方法をと
っていますか」で「トップ自らが直接メンバーに接触する」の回答が最も多く６５．２％（２００４年調査
５６．７％）となっている点を考慮すると中小企業のトップの実態が浮かび上がってくる。すなわち，
トップを超えてアイデアを出す勇気や実績や実力がメンバーに備わっていないか，また，人材教育
がきちんとなされていないのではないかと考えられる。後述するようにそれは Q８で「貴社では，
人事労務で何が最も大きな問題になっていますか」の回答結果にも関連する。「管理者のリーダー
シップ能力」との回答が８３．３％と断トツであり，他の２番目に多い回答３１．３％（「熟練技術者の不
足」）項目を５割引き離している。２００４年調査でも６８．６％と高い回答となっている。
２０１１年調査と２００４年調査の比較図表を概観すると驚くほど類似していることが分かる。また，１９８１
年調査，１９９８年調査，１９９５年調査についても同じような回答結果になっている（加藤茂夫（２００７）
『増補版心の見える企業』泉文堂）。これらの調査は調査対象企業も調査時点も異なることを考える
と中小企業・ベンチャー企業の基本的特質を窺知できよう。それは日本の中小企業の実態を表して
おり，理想と現実のギャップの解消が思うに任せないということであろう。これは何も中小企業に
限ったことではない。多くの大企業に所属しているメンバーの悩みも組織の改革が思うに任せない
ということを聞くにつけ組織の本質的問題と捉えてもよいと考える。組織改革の困難性は大企業病，
官僚主義，硬直した組織からいかに脱却するかである。
期待される人間像
図表５―９は「現在，あなたの会社では，下記の A,B,C．のうち，どちらの人材をより必要とし
ていますか」の回答結果である。Aは「１．組織に忠誠を尽くしてくれるような人」，「２．自分の仕事
に責任を持って働いてくれる人」，Bは「１．組織を維持，安定させることのできる人」，「２．これま
での仕事の仕方を変え，組織を変化できるような人」，Cは「１．組織内部の人間関係を円滑に運営
できるような人」，「２．自分ですべて何でも実行する人」の内容であり，その結果は Aでは「２．自
分の仕事に責任を持って働いてくれる人」が８０．４％，Bでは「２．これまでの仕事の仕方を変え，組
織を変化できるような人」が８２．６％，Cは「１．組織内部の人間関係を円滑に運営できるような人」
が８９．１％と９割の高回答となっている。
以上の回答結果から「仕事に責任を持ち，仕事や組織の在り方を常に変えようというイノベータ
ーとしての役割を果たし，自分ですべて行うのではなく人間関係に注力しながら仕事を遂行できる
人間像」が求められていることが分かる。
組織の構造面と機能的側面
組織の構造面と機能的側面の特徴を把握するために１１の項目について回答企業の実態と将来の理
想像を尋ねてみた（Q２５）。その項目は，組織の構造（背の高い組織か低い組織か）では現実も
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理想もほぼ８割と同じような回答であった。すなわち小さな企業はもともと背が低と言うことの帰
結であろう。情報の流れ（トップダウンかボトムアップか）については現実はトップダウンが圧
倒的であったが（７３．９％），理想は逆のボトムアアップが７３．３％と７割を超えている。権限の所
在（管理職か一般職か）は現実は管理者の権限が極めて高い状況であるが理想は一般社員の権限も
約４５％とある程度強化すべきとの意見が多かった。企業文化（統制の取れた組織か柔軟な組織か）
は現実も理想もあまり変化がなく，どちらかというと「穏やかで柔軟な組織文化」を望む企業が多
かった。業績評価の基準（個人業績重視か集団業績重視か）は現実は相半ばしているが理想は少
し意外ではあるが８５％と圧倒的に集団業績重視型がよいとの回答が９割近くになっている。規則
（ルールを保守か臨機応変か）ではルールは守るべきであると大目に見るべきだとの比率が現実も
理想も７対３の割合で「ルールは守るべき」の回答が多かった。目標による管理（導入かしない
か）は現実は導入していると導入としていないが相半ばしているが理想は約８５％と圧倒的に導入す
べきとの回答であった。これからの組織スタイル（ピラミッド型かチーム型か）はピラミッド型
とチーム型の比率は現実では半々であるが理想は８割近くがチーム型で運営すべきとの回答結果で
あった。	中途採用（しているかしないか）については現在も理想も約９割の企業がしているし，
するとの回答であった。
業務の外部委託（しないか大いにするか）は現実は「していない」とす
る企業が約６割近くに上っており，理想は５割を超える比率で「する」との回答が多かった。理
念・ビジョンの浸透（大いにすべし，重要でない）は当然ながら現実も理想も「大いにしている」
し，「すべき」との回答が９割となっている。以下の図表５―１０から図表５―２０がその回答結果であ
る。
以上の結果をまとめてみると組織構造面と機能面の特徴は約８割の企業が背の低い，フラットな
組織を構築しており，その形や運営方式は上から下へのトップダウンではなくボトムアップとチー
図表５―９ 期待される人間像（Q２４）
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図表５―１０ 組織構造（背の高い組織か低い組織か：Q２５a）
図表５―１１ 情報の流れはトップダウンかボトムアップか（Q２５b）
図表５―１２ 権限の所在（Q２５c）
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図表５―１３ 統制重視の文化か柔軟な組織文化か（Q２５d）
図表５―１４ 個人業績重視型か集団業績重視か（Q２５e）
図表５―１５ ルールは守るべきか大目に見るべきか（Q２５f）
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図表５―１６ 目標よる管理の導入状況とこれから（Q２５g）
図表５―１７ ピラミッド型組織かチーム型か（Q２５h）
図表５―１８ 中途採用はどうですか（Q２５i）
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ム型組織を理想としている。また，権限も一般職に委譲すべきとの方向性を示している。また，理
念やビジョンについては，大いに浸透させなければならないと考えており，規則については，ある
程度きちんと守るべきとの見解が示された。
興味深いのは，業績評価の基準をどこに置くかであるが，現在は個人重視型と集団重視型が半半
であるが，今後は集団業績つまりチームの業績を重視する考え方が大半を占めている。個人にシフ
トしすぎた成果主義の反動とも考えられる。
以上の２０１１年調査は，過去に実施した１９９６b年調査，２００４年調査とほぼ同じような傾向を示して
いることを付言しておこう。
６．人事・モチベーション管理の実態とその方向性
人事・労務における最大の課題と人事政策
中小企業・ベンチャー企業の人事・モチベーション管理の実態について，アンケート調査結果か
図表５―１９ 業務の外部委託はどうですか（Q２５j）
図表５―２０ 理念の浸透はどうですか（Q２５k）
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ら概観することとする。まず，「現在の経営上の隘路は何か」の質問（Q５）の回答を２００４年調査
と２０１１年調査を比較したのが図表６―１である。２０１１年調査の上位３位までの回答項目は，「人材の
不足（質の不足）」が最も多く５５．１％，次いで「原材料・仕入品の高騰」が４０．８％，「販売力の不足」
が３０．６％であった。２００４年調査は「人材の不足（質の不足）」がやはり最も多く６１．８％，次いで「販
売力の不足」が３３．３％，「技術力」が２８．９％となっており，１位の回答が２位の回答率の約２倍と
なっている。両調査とも人材の育成や採用に経営の大きな課題であることが分かる。次の図表６―
２は「人事労務で何が最も大きな問題」の回答結果であるがやはり管理者の人材育成・養成がいか
に大きな悩みとなっているかが理解できる。
中小企業，ベンチャー企業の多くの悩みが人材に関してであり，経営者の意向に沿った単なる労
働力の担い手ではなく，これからの組織運営の中核的人材が不足している状況が調査から浮き彫り
にされた。特に，ミドルや次代を担うリーダーの能力不足が大きな課題として調査対象企業に覆い
かぶさっている。逆に論じるならば企業の成長，発展が組織メンバーに大いに依存していることを
トップが認識しているとの判断結果であろう。
図表６―１ 現在，経営上どのようなことがあい路（課題）となっていますか（Q５MA）
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このように人事・労務における中小企業やベンチャー企業の最大の課題は事業継承やサステナビ
リィティである。創業経営者一族や経営者の経営方針によりトップ主導で経営を遂行しているとい
うことからどうしてもミドルクラスが経営者に対する依存心が芽生え，強くなってくる。後述する
ようなベンチャースピリットが萎えてしまうという組織現象をきたしてしまう。トップが有能であ
ればあるほどそのような傾向がみられる。大企業においてもトップのリーダシップが強ければ強い
ほど組織は柔軟性を失ってしまうというジレンマに陥ってしまう。「成功の復讐」とか「イノベー
ションのジレンマ」とか言われる現象である。
さて，図表６―２は「貴社では，人事労務で何が最も大きな問題になっていますか」の回答結果
である。１９８８年調査，１９９５年調査，２００４年調査，２０１１年調査の４回の調査の回答結果であるが各調
査を通じて最も大きな問題は「管理者のリーダシップ能力」であった。他の項目の回答結果もほぼ
同じであった。先述したミドルや次期後継者問題に不安感を募らせていることが理解できる。
図表６―３は「貴社は人事政策として何が一番重要」との回答結果である。１９８１年調査から２０１１
年調査までの７回にわたる調査結果は「能力の生かせる仕事」を従業員に付与したいとの方針であ
る。２番目３番目に多い回答は「給与」を充実させたいということと「職場の人間関係」を良くし
たいとの方針が見て取れる。時代を超え，人事政策における普遍的重要項目となっていることが分
かる。
一方，図表６―４は「貴社の従業員は，会社に何を期待していると思いますか」の回答である。
図表６―３と同様の調査である。驚くことは会社側の人事面での悩みを率直に表している極めて貴
重な資料ではないかと考えている。時代を超えて「給与」を良くしてほしいとの願望が存在してい
ると会社側が認識しているということ，また，ほぼ同じような回答状況である「やりがいのある仕
事」を欲し，願っているとの認識が存在しているということである。会社の人事政策の重点項目と
図表６―２ 人事労務で何が最も大きな問題（Q８MA）
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図表６―３ 人事政策における重要課題（Q９MA）
図表６―４ 従業員の期待（Q１０MA）
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従業員の願いが軌を一にしていることが理解できる。現実を改革することは困難を伴う難しい課題
であることは想像に難くない。
モチベーションを高める方法
モチベーションは動機づけと言われ，人の目標行動に関わる要因に働きかけながら目標を達成さ
せることを志向する影響力である。企業はメンバーの多様なニーズを充足させながら目標達成を成
就しようとする。図表６―５は「従業員のモチベーション（やる気）を高める方法」についての回
答結果である。２０１１年調査の上位３項目は「多様な資格取得の援助」（４７．６％），「提案制度」（４７．６％），
「成果主義」（４０．５％）であり，２００４年のそれは「提案制度」（５４．２％），「成果主義」（４４．６％），「多
様な資格取得の援助」（３９．２％）となっている。２時点の上位３項目まったく同じであり，順位に
変動があるだけである。「多様な資格取得の援助」への支援は仕事に直接関係のない資格に対して
も支援をしていきたいという企業側の考え方が従業員のダイバーシティに対応しようとする積極的
姿勢の表れであろう。また，「提案制度」は従業員の意見やアイデアを仕事に生かしたいとする日
本型経営の伝統的方法であり，現場中心主義の表れでもある。また，成果主義は批判もされている
が次に論じる，年功主義か能力主義かの調査をみる限り個人にシフトしすぎた成果主義ではないこ
とが窺知できよう。
年功主義か能力主義か
図表６―６，６―７は「貴社では従業員の処遇に関して，年功主義と能力主義（成果主義等）をど
のくらいの割合で導入されていますか」の回答結果である。７点尺度で１が年功主義，７が能力主
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図表６―５ 従業員のモチベーション（やる気）を高める方法（Q２７MA）
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図表６―６ 年功主義か能力主義か（Q１１現実）
図表６―７ 年功主義か能力主義か（Q１１理想）
義，４が半々ということで図表化した。図表６―６は現実の姿で，図表６―７は理想のあるべき処遇
の方法を回答してもらった結果である。調査対象企業の「現実」は半々に山があり，「理想」は能
力主義の方に傾いていることが分かる。ちなみに，１９９５年調査では「現実」の平均は４．１８（標準偏
差１．２６），中央値４，「理想」の平均は５．３４（１．３０），中央値は６であった。２０１１年調査の「現実」
の平均は３．９１（標準偏差１．３９），中央値４であり，「理想」の平均は４．７２（標準偏差１．２１），中央値
５であった。
２０１１年調査の「現実」と「理想」の差は０．８１とその差が接近しているが，１９９５年調査のそれは１．１６
であった。
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図表７―１ 競争優位の経営戦略（Q７MA）
７．経営戦略と経営に関する基本的考え方
競争優位を確保するための取り組み
図表７―１は２００５年製造業，２００５年サービス，２０１１年調査における「貴社では，競争力の維持・
向上に向けて今年，来年は，どのような取り組みが重要になるとお考えですか」（５つまで回答）
の回答結果である。
まず製造業を対象企業にしている２００５年製造業，２０１１年調査を比較してみると，２００５年製造業の
上位３項目は「研究開発体制の充実・強化」と「新製品・新サービスの開発」がともに６２．９％とト
ップで３位が「顧客満足の向上」（４８．６％）であった。２０１１年調査のそれは「新製品・新サービス
の開発」が６４．６％，次いで「従業員の能力育成と教育投資の拡充」で４７．９％，「顧客満足の向上」
（３５．４％）であった。ちなみに２００５年サービスのそれは「従業員の能力育成と教育投資の拡充」で
６７．４％，次いで「顧客満足の向上」（６０．５％），「新製品・新サービスの開発」が５１．２％と続く。製
造業とサービス業の相違がみられ興味深い。サービス業の特徴は顧客のニーズ対応重視が中心で，
それを充足させるために従業員の能力アップ，教育投資による人材育成が必要との認識をしている
ことである。しかし，製造業とサービス業に共通していることは企業存続の基本である「新製品・
新サービスの開発」を常に推し進めていくという積極的経営スタイルが極めて重要な課題となって
いることが調査結果から推測できよう。
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日本と中国の企業における優位性
図表７―２は「現在，各企業は経済のグローバル化によってさまざまな局面において多大なる影
響を受けています。特に中国からの影響は大きいと言われています。貴社は一般的に見て次の各項
目についてどのような印象をお持ちかを該当する数字を回答欄にご入力下さい」の「現在」と「今
後３年」の回答結果である。７点尺度での回答であり，１が「中国が圧倒的に優位」，４が「ほぼ
互角」，７が「日本の方が圧倒的に優位」の７ポイントである。全体を概観して分かることは「３
年後」は価格以外すべての項目で中国が４の「ほぼ互角」や５に接近していることである。価格に
ついては中国が圧倒的に優位であるが中国の経済成長に伴う消費者物の上昇，特に沿岸部における
人件費の高騰等のインフレーションの進行によって少し競争力に変化をきたしていることが分かる。
ただ大きなうねりとして，品質・機能やデザイン，技術力で約１ポイントの差で「ほぼ互角」に近
付いていることが分かる。総合的に見た競争力も「ほぼ互角」との見方をしている。中国の成長ぶ
りを多くの企業が認識していることが判断できる。
２００４年調査を概観すると「価格」（現在：２．５３，今後３年２．８５），「品質・機能」（６．０８，４．８１），
デザイン（５．８１，４．７６），「技術力」（６．１３，４．８３），「信頼性」（６．３３，５．１２），「アフターサービス」
（６．３，５．１２），「総合的に見た競争力」（５．２２，４．２７）との回答結果となっている。７年前の調査で
あるが「総合的に見た競争力」は日本の方があるとの回答が多かったがその後は追い付かれ「ほぼ
互角」との予想であった。データーをみる限り２０１１年調査の予想と大差がないことが分かる。「価
格」について両調査とも今後の３年の予想数字が逆転していることは注目されよう。
中国の台頭に関してそれを裏付けるデータがある（日経産業新聞２０１２年１月６日）。図表７―３は
図表７―２ 中国と日本の優位性の比較（Q８）
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日本，中国，韓国のそれぞれの国の企業経営者が「自社の製品・サービスの市場としてどの地域が
有望と考えているか」の回答結果である。日本の経営者が選んだ国の上位３位までをみると「中国」
（６７．７％），「東南アジア」（５９．４％），「日本」（３３．３％），中国のそれは「中国」（７１．９％），「東南ア
ジア」（２３％），「日本」・「アフリカ」（１１．９％），韓国は「中国」（６３％），「東南アジア」（５７％），「韓
国」（３３．３％）であった。中国を筆頭に東南アジアに有力なマーケットが存在していると認識して
いる。
また，製造拠点，サービスの拠点は三か国とも「中国」や「東南アジア」「インド」，「ブラジル」
が有力であるとの認識を示している（図表７―４）。それを裏付けるデータの一部，例えば，アジア
図表７―３ 自社の製品・サービスの市場としてどの地域が有望か（３つまで，単位％）
図表７―４ 製造拠点，サービスの拠点としてどの地域に投資したいか（単位％）
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における潤滑油（エンジン油，切削油，機械油，グリース等）の需要予測を概観すると２０１０年を起
点として２０１５年には中国は２９％，インドは３１％の伸びに，２０１５年に対して２０２０年には中国２４％（２０１０
年６５０万トン，２０１５年８４０万トン，２０２０年１０４０万トン），インド２５％（２０１０年１５９万トン，２０１５年２０８
万トン，２０２０年２６０万トン）の驚異的伸びになるだろうとしている。その間，日本はほとんど横ば
いである（２０１０年１７３万トン，２０１５年１７７万トン，２０２０年１７５万トン）。日本の国内消費をみるとここ
１０数年漸減傾向になっている。景気の低迷と国外移転，潤滑油のロングライフ化とエコ化傾向によ
るものと考える。アジアの潤滑油の需要の伸びは中国とインドの需要増ということになる（World
Lubricants-Forecasts for２０１５＆２０２０ in３1 countries, Freedonia）。
株式公開を目指すか現状維持派か
図表７―５は「将来，会社組織をどのようにしたいのですか」の１９９６a年調査，２００４年調査と２０１１
年調査の回答結果である。２００４年調査と２０１１年調査において共に最も回答が多かったのは「現状規
模を維持して，収益基盤を確立する」（２００４年３８．７％，２０１１年４８．９％）であった。１９９６a年調査で
は「株式公開を目指す」が最も多く３５．８％であった。２番目は「現状規模を維持して，収益基盤を
確立する」で３０．４％だった。１９９６a年調査時点では以下に述べる新興市場が活性化しており，新規
公開企業の数も２００４年に向けて漸増する傾向であったことが起因しているものと考える。
異なる点は２００４年調査では「株式公開を目指す」が２番目に多い回答で２７．３％であったが２０１１年
調査では８．５％と低い回答結果となっている。それは日本における経済環境の変化が想定される。
図表７―６は２００１年から２０１１年１１月までの東京証券取引所新規上場会社数の推移を表している。２００４
年をピークに IPO（新規公開株：Initial Public Offering）が漸減していることが分かる。ジャスダ
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図表７―５ 将来の組織デザイン（Q１５）
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ックについても同様である。ベンチャー企業や中堅企業向けの株式市場で２０１０年１０月１２日時点で
１００５社が上場している（２０１２年１月２０日現在９６３社）。１９６３年の日本証券業協会の店頭登録制度が前
身で２００４年１２月から証券取引所になった。２００６年のライブドア事件をきっかけに投資家の新興市場
離れが進み，手数料収入が減少。売買システムの統合によるコスト削減を狙い，２００８年に大阪証券
取引所の子会社になった。２０１０年１０月１２日にジャスダック市場と大証ヘラクレス市場が統合され，
新ジャスダック市場が誕生した（２０１１／５／２７付日本経済新聞夕刊）。日本の株式市場はここ２０年
間低迷している。２０１１年調査の２番目に多い回答は「組織規模は大きくするが，株式公開は行なわ
ない」であった。
成長要因と経営スタイル
図表７―７は Q２９「貴社の成長要因は以下のうちどれが一番に該当しますか」の選択肢「１．品質
面で他社にはまねできない生産・加工技術を保有している」，「２．取引先が成長している」，「３．自社
の製品の市場が拡大している」，「４．新たに開発した製品の売上げが増大している」の回答結果であ
る。１９９６a年調査，２００４年調査，２０１１年調査において最も多い回答はいづれも「品質面で他社には
まねできない生産・加工技術を保有している」であった。２００４年調査を除き７割を超える回答結果
であり，中小企業・ベンチャー企業が成長するためには独自性やユニークさ等の他社がまねのでき
ないオンリーワンの経営スタイルが重要との明示であろう。
オンリーワン経営を目指す場合の経営の在り方・スタイルはどのように考えているのだろうか。
Q３０の質問は「貴社の主とする経営スタイルは以下のうちどれですか」である。「１．企画・技術開
図表７―６ 東京証券取引所新規上場会社数の推移
出所：東京証券取引所 HP（２０１２．１．２０）より作成
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図表７―７ 企業の成長要因（Q２９）
図表７―８ 製造業における経営スタイル（Q３０）
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発に特化し，製造・組み立ては他社に任せる」，「２．企画・技術開発，製造・組み立て，販売も行う」，
「３．生産技術を売り物にし，他社から生産委託を受ける経営スタイル」，「４．どちらかというと販売
に注力する経営スタイル」，「５．他社との業務提携を推進し，共存共栄を成し遂げる経営スタイル」
等のように研究や技術開発に特化して経営するスタイルすなわちファブレス企業なのか，また，開
発から販売まで一貫して行うスタイルか等の質問の回答結果が図表７―８である。図表を概観する
と３時点とも「２．企画・技術開発，製造・組み立て，販売も行う」という一貫性を保持するスタイ
ルが最も多く，その次の回答としては調査時点で若干異なるが「１．企画・技術開発に特化し，製造・
組み立ては他社に任せる」，「３．生産技術を売り物にし，他社から生産委託を受ける経営スタイル」
となっている。図表７―９は２０１１年調査の Q２９と Q３０のクロス分析の結果である。図表内の数字は
社数を表している。これをみると「１．品質面で他社にはまねできない生産・加工技術を保有してい
る」と回答した企業が先述したように最も多いのであるがその企業群が Q３０のどの経営スタイルに
プロットしたかをみると「２．企画・技術開発，製造・組み立て，販売も行う」経営のスタイルが最
も多く（１９社），次いで「３．生産技術を売り物にし，他社から生産委託を受ける経営スタイル」（１１
社）となっている。オンリーワンを目指している企業の経営スタイルは開発から販売まで手掛けよ
うとするモデルと生産技術を武器に生産委託を受けるモデルに二分することが分かった。
８．ベンチャー企業とその経営スタイル
ベンチャー企業の定義
ベンチャー企業（Venture Business）は和製英語であり，１９７０年頃から急速に使用され始めた。
中村秀一郎，清成忠男，平尾光司らはベンチャー企業を「リスクを伴う新事業であり」，「企業家精
神を発揮して展開された新しいビジネス」であるという。そしてベンチャー・ビジネスは「単なる
アイデア商売的な一発屋的あるいは一旗組といった泡沫企業ではなくリスクを伴うイノベーター
Q３０
Q２９
１企画・技術開
発に特化
２企画から販売
まで行う
３生産技術を売
り物に
４販売に注力 合計
１オンリーワン １ １９ １１ １ ３２
２取引先成長 ０ ２ ２ ０ ４
３製品市場拡大 ２ ４ １ ０ ７
４新製品開発 ０ １ １ ０ ２
合計 ３ ２６ １５ １ ４５
図表７―９ Q２９とQ３０の関係 単位：社
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（革新者）である」，「研究開発集約的，またはデザイン開発集約的な能力発揮型の創造的新規開業
企業」とし，小企業として出発するが経営者の高度な専門能力と才能ある創造的な人々をひきつけ
る魅力ある事業を組織する企業家精神をもつ高収益企業として捉えている（清成忠男，中村秀一郎，
平尾光司（１９７１）「ベンチャー・ビジネス―頭脳を売る小さな大企業」日本経済新聞社）。
松田修一によるとベンチャー企業は「成長意欲の強いリーダーに率いられたリスクを恐れない若
い企業で，商品の独創性，事業の独立性，社会性，さらに国際性を持ったなんらかの新規性のある
企業」と定義している（松田修一監修（１９９４）「ベンチャー企業の経営と支援」日本経済新聞社，
松田修一（１９９８）「ベンチャー企業」日本経済新聞社）。柳孝一は松田の定義を基本としながら次の
ように定義する。「高い志と成長意欲の強いリーダーに率いられたリスクを恐れない若い企業で，
商品，サービス，あるいは経営システムに独創性があり，さらに事業の独立性，社会性，国際性を
もった企業」と概念化する（柳孝一・山本孝夫編著（１９９６）「ベンチャーマネジメントの変革」日
本経済新聞社）。榊原清則らの定義は「イノベーション（革新性）を歯車とし，高い志をもったア
ントレプレナー（起業家）がリスクにチャレンジしながらその夢を実現しようとする企業」と捉え
ている（野中郁次郎編著（２００２）「イノベーションとベンチャー企業」八千代出版）。
また，異なる観点からベンチャー企業を概観すると『２００４年度版日経ベンチャービジネス年鑑』
に掲載されている中小企業にそれを見ることができる。本稿での図表１―１の調査対象企業である。
年鑑に掲載されている企業は，日本経済新聞社が最近，新聞，雑誌，書籍等で取り上げられたこと
のある企業（未上場）である。ベンチャー企業としての選考基準は，独自の技術，ノウハウを持
っている，ここ数年の成長率が高い，会社設立後，比較的若い企業か，もしくは，社歴が古く
ても最近業種転換した企業となっている（この年鑑は１８年間にわたり刊行されていたが２００４年度で
廃刊となった。それを引き継ぐ「日経ベンチャービジネス／大学発ベンチャーガイドブック」が２００５
年６月に刊行された）。他の例として電通はニッチ性（新規の市場を開拓するものである），新
規性（事業そのものが新しい），独創性（独創的な技術や商品，あるいはビジネスモデルをコア
コンピタンスとしている），成長性（事業の成長が著しい），企業家精神（リスクを恐れず事業
を展開している），国際性（事業展開が国際的である）を勘案し，「株式未公開企業で，一定期間
の売上高成長率が高い企業」と定義し，日米両国の未公開企業で直近五期分の売上高成長率の高い
ものから順に５００社を比較している（電通総研（１９９９）「日本ベンチャービジネスの現状と課題」１９９９
年度ベンチャービジネス研究報告書 電通，平成１２年４月）。
以上の研究者らの考えを勘案し，筆者はベンチャー企業を「新しい技術，新しい市場の開拓（新
製品・新サービスの提供）を志向したベンチャースピリット（創造的で進取な心をもち，リスクに
果敢に挑戦する意欲と責任感・倫理感を持つ心の様相―entrepreneurship―企業家精神）に富んだ経
営者にリードされる中小企業である」と考えた（加藤茂夫（１９９５）「スモールビジネスの組織変革
と人材活用」『専修経営学論集』第６１号。加藤茂夫（２００７）「心の見える企業」泉文堂，１９９６，２００７）。
創業ほやほやの企業だけではなく，例えば３０年，１００年の伝統のある中小企業も元気で，新規性の
あるサービス，商品で世の中に貢献している場合は，「ベンチャー企業」とした。
ベンチャー企業の成功要因
ベンチャー企業の経営者は，企業を成功させる要因を何だと考えているのだろうか。２０１１年調
査，２００５年調査（ナスダックの製造業とサービス業），２００４年調査，１９９６a年調査をを比較してみ
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ゲーム感覚による事業運営
家族の協力
優秀な社員の採用、育成
ベンチャーキャピタルやエン
ゼルの支援
国や自治体の支援
社外の人的ネットワーク
とにかく一心不乱に働く
環境変化を見据えた柔軟な発
想
経営者に対する高い信頼
何かを成し遂げようとする経
営者の志の高さ
地道な努力
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ると図表８―１にあるように大変興味深い結果となった。質問は「ベンチャー企業を成功させる要
因は何だと思われますか。特に重要とおもわれるものを３つまで選んで下さい」である。回答結果
の上位３位までを見ると「何かを成し遂げようとする経営者の志の高さ」（２０１１年調査：
７１．７％，２００５年サービス：８８．４％，２００５年製造：８８．６％，２００４年調査：７９．５％，１９９６a年調査：
７１．６％）「環境変化を見据えた柔軟な発想」（５８．７％，７４．４％，７１．４％，６１．９％，６１．３％），優
秀な社員の採用，育成（２６．１％：２０１１年のみ４位で３位は「社外の人的の人的ネットワーク」であ
った，５８．１％，５４．３％，３９．７％，４６．２％）とほぼ同じ回答結果となっている。調査時期も対象企業
も異なるにもかかわらず，多くのベンチャー企業経営者は同じような経営への思いを共有している
ことが分かった。他に重要な要因としては「社外の人的ネットワーク」，「地道な努力」が挙げられ
る。
そこでベンチャー企業の経営者をイメージするならば，「高い志を成就するために柔軟な発想を
持って地道な努力を惜しまないという精神構造」が見て取れる。先述したベンチャー企業の筆者の
概念の中のベンチャースピリットがそれに当たる。そして，組織をうまく運営するために「優秀な
社員の採用，育成」が重要であるとの認識を示している。次項において上記したことをまとめてお
いた。
図表８―１ ベンチャー企業を成功に導く要因（Q１４MA）
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経営者に必要とされるは要素は何か
図表８―２は「経営者に必要とされる要素は以下のどれですか。特に重要と思われる要素を３
つまで選んで下さい」の回答結果である。１６の要素とは社交性，誠実，独創的，楽天的，率直さ，
探究心，前向き，冒険的，知性，想像性，保守的，直観，寛大，能率的，具体的，慎重の中から選
んで回答してもらった。２００４調査，２００５製造，２０１１年調査において多数の回答があった上位３項目
を見ると，誠実（２００４：５５．７％，２００５：５１．４％，２０１１：６０．４％），前向き（５３．２％，６２．９％，４５．８％），
独創性（３８．８％，３７．１％，３３．３％），が３大要素となっている。１９９６a年調査において「これか
らの社長に求められる特徴」として３０項目を挙げ，該当する要素をいくつでも選択してもらった質
問の回答結果を見ると，１位が「独創的」（７９．１％），２位「前向き」（６５．１％），３位「探求的」（５７％），４
位「誠実」（５５．８％）であった（１９９６a，加藤茂夫（２００７）『増補版心に見える企業』泉文堂）。リー
ダーシップの権威者であるベニス（Bennis, W.）は経営者やリーダーに要求されるリーダーシップ
の基本的要素（basic ingredients）は指針となるビジョン（guiding vision），情熱（passion），
誠実さ（integrity），信頼（trust），好奇心と勇気（curiosity and daring）であると論じてい
る（ベニス（２００３）伊東奈美子訳『リーダーになる』海と月社）。このことは筆者の言及している
「ベンチャースピリット（創造的で進取な心をもち，リスクに果敢に挑戦する意欲と責任感・倫理
感を持つ心の様相―entrepreneurship―企業家精神）」の経営者に求められる資質と正に一致するし，
調査結果からもその有効性を証明できるであろう。そこからイメージされる経営者の行動姿勢とし
て言及できることは，「高い志を成し遂げるために自ら設定した高度な目標に向かって独創的に，
前向きに行動し，そのアイデアが実現できるように優秀な社員（育成する観点が大事）とともに地
道に努力する姿」が想起される。その精神こそベンチャー企業におけるベンチャースピリット（企
図表８―２ 経営者に必要とされる要素（Q２３MA）
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トップ主導型リーダー 指示型リーダー 参加型リーダー 達成志向型リーダー
2004
2011
100％80％60％40％20％0％
38.5 19.2 9.2 33.1
40.4 19.1 8.5 31.9
業家精神）である。
経営者のリーダーシップ・スタイル
トップ・マネジメントのリーダーシップ・スタイルについては図表８―３を見てほしい。質問は
「４つの中から，経営者のリーダーシップ・スタイルに最も近いものを１つだけ選んで回答欄にご
記入下さい」である。４つのリーダーシップ・スタイルとは「トップ主導型リーダー（経営者が
目標を設定し，方策を練り，自ら率先垂範する。計画，実行，成果を厳格にチェック，業績を公正
に評価する）」，「支持型リーダー（職場の雰囲気や良好な人間関係の維持に配慮し，各部門が必
要とする経営資源を供給するような組織運営を行う）」，「参加型リーダー（できるだけ，部下の
意見や提案を経営に反映させるような民主的な組織運営を行う）」，「達成志向型リーダー（全体
の経営方針だけを示し，実際の業務については，部下の能力・自主性を信用して任せ，必要に応じ
て軌道修正するような組織運営を行う）」である。２００４年調査と２０１１年調査を比較した。２調査と
も４つのリーダーシップ・スタイルが極論すると全く同じ回答結果となっていることである。最も
多くの回答を得たのは「トップ主導型リーダー」スタイルで約４割，２番目に多いのは「達成志向
型リーダー」であった。ある意味では両極端のリーダーシップ・スタイルで二分している状況であ
る。これら二つの型で約７割を占めている。
経営者のリスクに対する考え方
トップの基本的経営の考え方を見る場合の基準として，筆者は「新しいことに立ち向かい，困難
や危険を承知で挑戦する」という気概がどれ位あるかということ（ベンチャー企業におけるベンチ
ャースピリット），つまりリスクテークする程度が成果や結果のリターンにどれくらい影響を与え
ているかの組み合わせが経営者のマインドを推し量る重要ポイントと考えている。図表８―４はリ
スクとリターンの９つの組み合わせでトップの経営方針のスタンスを見たものである。図表の上段
が２０１１年調査，下段が２００４年調査である。
それぞれのセルの左側の数字は「現在」，右側は「今後」の数字である。２０１１年調査の現在の姿
図表８―３ 経営者のリーダーシップ・スタイル（Q２２）
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の順番は「ローリスク・ローリターン」（２６．７％），「ミドルリスク・ミドルリターン」（２４．４％），「ロ
ーリスク・ミドルリターン」（１３．３％）であり，どちらかと言うとリスクテークしないで経営して
いる姿が見て取れる。一方，今後について上位をみると「ミドルリスク・ミドルリターン」（３５．５％），
「ミドルリスク・ハイリターン」（２２．２％），「ローリスク・ハイリターン」（１３．３％）の順番であっ
た。ハイリターンを目指す志向とリスクテークする積極的姿勢が見て取れる。２００４年調査も現在は
どちらかと言うと「ミドルリスク・ミドルリターン」から「ローリスク・ローリターン」の方向に
あるが，今後のそれは「ミドルリスク・ミドルリターン」から「ミドルリスク・ハイリターン」へ
シフトしていることが分かる。いづれにしても現在より今後の方が積極的にリスクテークし，それ
に見合うリターンを狙っていることが理解できるが，現実は非常に厳しいことをこれらの調査結果
が物語っているといえよう。
ベンチャー企業のポジショニング
図表８―５は Q３１の「以下の図は加藤茂夫が考案したものですが貴社の現在のポジションはどこ
にありますか。該当する番号（A,B,C,D）を回答欄にご記入下さい。また向かう方向性をご記入下
さい。（から）」の質問に回答してもらうための図表である。ベンチャー企業の位置づけを含む
企業のポジションを概観する概念図である。ベンチャー企業，ベンチャースピリットについては先
に論じたとおりである。図表の上半分にあるバルーン型組織について巻末の調査票にもあるがここ
で簡単に触れておこう。
バルーン型組織とは「組織の規模や組織の種類に関係なく，経営者やリーダーがベンチャースピ
リットを常に持ち続け，そのビジョン・使命，思想や考え方が組織メンバーに浸透しているという
こと。そして業界や社会の多面的な課題（貧困からの脱却，地球環境問題の解決，省エネルギー対
策，雇用の創出，高福祉社会の実現等）に貢献していることが広く認知され，常に高い目標に向か
って業務遂行をしているシステム」である。企業組織の典型的スタイルとしてのピラミッド型構造
からバルーン型組織への転換である。
これまで企業の組織構造については，効率性の観点からさまざまなタイプが考えられてきた。た
とえば，ピラミッド型組織はその典型であり，上から下への情報の流れや指示命令が上からくると
いうトップダウン型組織構造が基本となっている。
図表８―４ リスクテークの現状とこれから（Q２６）
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しかし，いま最も論じたいのは「効率性の追求」と「人間性の重視」との調和であり，これから
は「社会性の追求」が極めて大きな比重を経営に課すことになるだろう。そこで着目したのが，先
述したように中小企業の強みである。つまり，「小回がきく」とか，「人を大切にする」という特性
を備えた組織構造が，中小企業のなかにあるのではないかと考えている。企業経営では，ヒト，モ
ノ，カネ，情報という経営資源を有効に活用しなければならない。とくに人材の活用・育成は，経
営環境がめまぐるしく変化するなかで大変重要になってくる。魅力的な中小企業では，「従業員を
信頼し，大幅な権限委譲によって仕事を任せ，少々の失敗は寛容する」という経営者の態度が，人
材の活用・育成につながってくる。図表８―６はピラミッド型組織から逆ピラミッド型組織，円型
組織，そしてバルーン型組織へと変革すべきとのイメージ図である。
バルーン型組織経営のメリットは，次のように整理できるだろう。
自由に発想し，行動できる少人数のチームがユニットなので，小回りがきく。
自律型組織の連合体であるため，全社的な理念やビジョン，価値観を共有できる。
チームのメンバーは創造的な活動を通して，自己実現の欲求を満たすことができる。
では，なぜ，自律型組織でなければならないのか？
従来，コンビニもスーパーも百貨店も，中央集権型で店舗運営はすべて本部でコントロールしよ
うとしてきた。ところが，現場を知らない人が品揃えをしたため，客離れが起きた。そこで最近は，
地域特性に合わせて品揃えをするようになってきた。それぞれの店舗が自律的に動ける領域が少し
図表８―５ ベンチャー企業とバルーン型組織
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ずつ広がってきたのである。１０年ほど前，某銀行で「自律型支店経営」を推進している。バルーン
型組織経営と良く似た取り組みである。支店は８０店舗。つまり，トップは８０個の風船を束ね，それ
ぞれの風船が自律的に動かないと，経営が立ち行かないというシステムである。営業区域は限定さ
れているものの，西部は工業地帯，東南部は住宅街で地域によって客層がまったく異なる。したが
って，各支店は全社的な営業方針に従いつつ，担当エリアの地域特性に合わせて営業戦略・戦術を
工夫しなければならない。すなわち，バルーン型組織経営のメリットを導入することで組織の活性
化を図っているというケースである。
サブプライムローンや急激な円高，タイにおける洪水等の緊急事態に対しては避難的に中央集権
的な体制になるのではないかとの懸念がある。そのような非常事態では，トップダウンの意思決定
が必要なるだろうし，「糸が切れた凧」のようになっては，元も子もない。
糸を太くしたからといって，従来のピラミッド型組織に逆戻りしたわけではなく，信頼関係とい
う糸でつながっているからこそ，トップダウンで危機管理ができるという解釈も可能だろう。ただ
し，風船の糸が針金になってはいけない。各バルーンの自律的な活動を妨げてはならない。２１世紀
に存続・成長する企業の条件は，大企業も中小企業もベンチャースピリットを組織や個人に浸透さ
せることである。それには，企業を「小さな組織」に分割し，自律的に動ける組織の連合体にする
ことが不可欠であり，経営者やリーダーはこのことをしっかりと認識するべきだろう（加藤茂夫，
行本明説（２０１１）『良い経営者できる管理者育つ社員』白桃書房）。
図表８―６ バルーン型組織のイメージ図
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図表８―５は，現在の自社のポジションを図の A, B, C, Dのどこに位置するかをまず尋ね，それ
から将来向かうべき方向としてからのどれに該当するかを問うたものである。そこで回答者に
分かりやすくするために，ベンチャー企業とは何か，ベンチャー経営とは何かを質問票に記述した。
縦軸は，ベンチャースピリット（創造的で進取な心をもち，リスクに果敢に挑戦する意欲と責任
感・倫理感を持つ心の様相）の高さの程度（左の縦軸）と右の縦軸は「ビジョン・使命・思いを成
就させる実現力」の高低を示している。また，横軸に企業のサイズ・規模の大小を置き，極めてシ
ンプルではあるが４つのセルを設けた。つまり，ベンチャースピリットが低く，企業の規模が小さ
い場合は「C．普通の中小企業」，逆にベンチャースピリットが高い場合は「A．ベンチャー企業」
と命名した。また，ベンチャースピリットは低いが大企業である場合は，「D．普通の大企業」，ま
た，大企業でベンチャースピリットを高く持っている企業を「B．ベンチャースピリットを兼ね備
えた大企業」と名前をつけた。この「B．ベンチャースピリットを兼ね備えた大企業」をビジョナ
リーカンパニー（コリンズ＆ポラス，山岡洋一訳（１９９５）『ビジョナリーカンパニー』日経 BP出
版），エクセレント・カンパニ（ピーターズ＆ウォータマン，大前研一訳（１９８３）『エクセレントカ
ンパニー』講談社），グレート・カンパニー（カンター，R.M.，（２０１２）「グレート・カンパニーの
経営論」DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー，２０１２．３）と呼ばれていることは周知のこ
とである。因みに，からまでの方向で理想は奇数の，，，である。
さて現在の自社のポジショニングを「C．普通の中小企業」とした企業が３８社で８８．４％であった。
「A．ベンチャー企業」とした企業が４社，９．３％，「B．ベンチャースピリットを兼ね備えた大企業」
はゼロ回答，「D．普通の大企業」が１社，２．３％となっている。
では，将来向かうべき方向としてどのように回答しているかであるが，の方向，つまり「C．
普通の中小企業」から「A．ベンチャー企業」への方向を目指すと回答した企業数は１３社，３４．２％，
また，つまり「A．ベンチャー企業」から「B．ベンチャースピリットを兼ね備えた大企業」へ
の道を進もうとする企業は７社，１００％。を目指す企業が最も多く，つまり，「C．普通の中小企
業」から「B．ベンチャースピリットを兼ね備えた大企業」へと飛躍的に成長・発展し，現在の姿
から脱皮しようとする企業の割合が１６社，４２．２％となっていた。は「D．普通の大企業」から「B．
ベンチャースピリットを兼ね備えた大企業」への道を目指す企業が１社，１００％であった。プラ
スプラスプラスで回答企業の８６％を占め，回答企業の多くがベンチャースピリットを高く持
ち，高い目標に向かって経営していこうとする健全な姿が読み取れる。
図表８―７は２００４年調査，２００５年調査製造，２００５年調査サービス，２０１１年調査の回答結果をまと
めたものである。多くの企業がバルーン型組織の領域へ志向しようとする積極的経営姿勢を示唆し
ている。
若干課題が残るとするならばアンケート調査票に工夫が必要であるということである。すなわち，
Aと現在のポジションを置いた企業が４社であったが将来の方向性としての方向に進むという企
業数が７社と矛盾していることが分かった。アンケート調査に回答してもらう際の改善事項と言え
よう。
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９．経営者のプロフィール
性別・年齢・最終学歴
経営者のプロフィールについてみると，まず，性別では，男性が４４社，９５．７％（２００４年調査２３３
社，９７．５％），女性経営者が２社，４．３％（６社，２．５％）と圧倒的に回答結果で男性経営者が多か
った。また，年齢は，平均で５４．２歳（３５歳から７２歳，標準偏差９．７３７）（平均５８．４歳，３４歳から８５歳，
標準偏差９．１０６）であった。
最終学歴を見ると，大学（中退，卒業）が最も多く６５．２％（６４．６％）であり，次いで，高等学校
（中退，卒業）が１３％（１９．８％）となっている。
社長の在籍年数と社長就任の経路
社長の在籍年数を聞いたところ，平均在籍年数は１２．３３年で，在籍年数１年から３３年間，標準偏
差９．４５３であった（１６．１２年，数カ月から５０年間，標準偏差１２．２３３）。
社長への就任経路については，同族事業継承が最も多く２８社，６０．９％（４０．３％），次いで創業者
で７社，１５．２％（１０２社，４２．９％）非同族内部昇進が６社，１３％（１２．６％），外部からの転入５社，１０．９％
（４．２％）であった。創業者やその同族での事業継承が約８割で中小企業の特性を如実に現している
といえよう。１９９５年調査では創業者が４７％，同族事業継承者が４０．３％とその合計は８７．３％とほぼ２００４
図表８―７ 企業のポジショニングと今後の組織パス（Q３１）
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年調査と同様な回答結果を示している。
会社設立後何代目の社長と出身分野
創業・起業して，その後，会社形態にしてから，何代目の社長かを尋ねた質問の回答結果は，「二
代目」が一番多く３７．８％（３３．９％）続いて「三代目」が２８．９％（１５．９％），「初代」が１７．８％（３９．９％）
であった。
社長の出身分野について概観すると，一番回答が多かったのは「技術出身」で５０％（５５．８％），
次いで「営業出身」が３４．１％（３２％），「事務出身」が４．５％（８．７％）となっている。因みに，１９９５
年ベンチャー企業調査では，「技術出身」が６１．６％，「営業出身」が２８．１％とほぼ同様の回答結果と
なっている。
※ アンケート調査のリストアップならびに送付先へのメール送付を専修大学経営学部加藤茂夫ゼミナール３４
期生３５期生の手を煩わせたことに対してお礼を申し上げたい。特に３４期生のゼミ長の齋藤広希君には全体の
まとめ等で尽力してくれたことに感謝したい。また，大学院生の朴 美紅さん，牧原知範君にも図表の作成
等でお世話になり併せてお礼を申し上げたい。
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